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(57)【要約】
【課題】プローブの信号ケーブルの断線を防止する。
【解決手段】超音波振動子アレイ１８は、挿入部の挿入
軸Ａと平行な軸回りに回転する。超音波振動子アレイ１
８は、接続された信号ケーブル２３とともに、チューブ
３３内に収容されている。チューブ３３の外周には、フ
レキシブルシャフト２４が配設されており、本体カバー
３２によって保持されている。信号ケーブル２３は、チ
ューブ３３の内部空間３７に、フレキシブルシャフト２
４は、チューブ３３によって信号ケーブル２３と隔てら
れた空間３６に収容されている。原動側の第１ギヤ２８
及び従動側の第２ギヤ２９は、非接触式のマグネットギ
ヤを構成し、第１ギヤ２８はフレキシブルシャフト２４
に、第２ギヤ２９は信号ケーブル２３に取り付けられて
いる。フレキシブルシャフト２４の回転は、第１ギヤ２
８及び第２ギヤ２９を介して超音波振動子アレイ１８に
伝達される。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　被検体内に挿入される挿入部の先端部に変位自在に設けられたプローブヘッドと、
　前記プローブヘッドから前記挿入部の基端に向かって延在し、前記プローブヘッドに対
して入力又は出力される電気信号を伝送する信号ケーブルと、
　前記先端部の近傍位置に配置された、原動側の第１ギヤ及び従動側の第２ギヤを有し、
磁力の作用によって非接触で前記プローブヘッドを変位させるための駆動力を伝達する１
対の非接触式マグネットギヤと、
　前記信号ケーブル及び前記第２ギヤをチューブに収容した挿入部本体と、
　前記第２ギヤと対向する位置に配置される前記第１ギヤと、前記挿入部の基端側から前
記第１ギヤへ駆動力を伝達するための駆動力伝達部材とを、前記挿入部本体に取り付けら
れ、前記チューブの内部空間と隔てられた空間に保持する保持部材とを備えたことを特徴
とするプローブ。
【請求項２】
　前記チューブは、絶縁材料で形成されていることを特徴とする請求項１記載のプローブ
。
【請求項３】
　前記保持部材は、前記挿入部本体に着脱自在に取り付けられることを特徴とする請求項
１又は２記載のプローブ。
【請求項４】
　前記保持部材は、前記挿入部本体の外周を覆う本体カバーであることを特徴とする請求
項１～３いずれか記載のプローブ。
【請求項５】
　前記駆動力伝達部材は、前記挿入部に合わせて撓むように可撓性を有することを特徴と
する請求項１～４いずれか記載のプローブ。
【請求項６】
　前記第１ギヤ及び前記第２ギヤは、複数の磁石が円環状に配列され、異なる磁極が交互
に配列されたリングマグネットであることを特徴とする請求項１～５いずれか記載のプロ
ーブ。
【請求項７】
　前記駆動力伝達部材は、前記挿入部の挿入軸と平行な軸回りを回転する回転部材であり
、前記回転部材の前記先端部よりの端部には前記第１ギヤが設けられていることを特徴と
する請求項１～６いずれか記載のプローブ。
【請求項８】
　前記回転部材は、シャフトであることを特徴とする請求項７記載のプローブ。
【請求項９】
　前記回転部材は、前記チューブの外周回りに回転自在に配設された円筒部材であり、
　前記円筒部材の内周面に、前記第１ギヤが設けられており、
　前記第１ギヤの内周と前記第２ギヤの外周が、前記チューブを挟んで対向して配置され
ることを特徴とする請求項７記載のプローブ。
【請求項１０】
　前記信号ケーブルの外周に前記第２ギヤが取り付けられており、前記第２ギヤの回転に
伴って前記信号ケーブルが軸回りに回転して、前記信号ケーブルの回転が前記プローブヘ
ッドにダイレクトに伝達されることを特徴とする請求項１～９いずれか記載のプローブ。
【請求項１１】
　前記第２ギヤの取り付け位置は、前記プローブヘッドと前記信号ケーブルの接続部の近
傍位置であることを特徴とする請求項１０記載のプローブ。
【請求項１２】
　前記第２ギヤの取り付け位置の近傍位置であり、前記取り付け位置から前記挿入部の基
端に寄った位置に配置され、前記信号ケーブルを固定して、その固定位置よりも前記基端
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側の信号ケーブルを回転不能にし、前記固定位置よりも前記先端部側の前記信号ケーブル
のみを回転可能にする固定部が設けられており、
　前記信号ケーブルは、複数の信号線を束ねており、前記取り付け位置と前記固定部の間
に、他の部分と比較して前記信号線の拘束力が弱く捩れ抵抗が小さい弱拘束部を有してい
ることを特徴とする請求項１１記載のプローブ。
【請求項１３】
　前記プローブヘッドは、断層画像を得るための超音波ビームを照射する超音波振動子を
有することを特徴とする請求項１～１２いずれか記載のプローブ。
【請求項１４】
　前記プローブヘッドは、前記超音波振動子が複数個配列された超音波振動子アレイであ
り、
　前記超音波振動子アレイは、前記挿入軸と平行な軸回りに回転し、前記超音波ビームの
照射方向を変化させることを特徴とする請求項１３記載のプローブ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、被検体内に挿入される挿入部の先端部に、変位自在なプローブヘッドが設け
られたプローブに関する。
【背景技術】
【０００２】
　医療分野において、超音波断層撮影法を利用して体腔内の断層画像を撮影して、生体組
織内部の観察を行う超音波検査が知られている。超音波検査には、被検体の外側から超音
波を照射する体外式と、体腔内から超音波を照射する体内式がある。体内式では、体腔内
に挿入される長尺の挿入部を有する超音波プローブが用いられる。挿入部の先端部には、
超音波ビームを照射して、照射した超音波ビームの反射波の強度（反射エコー信号）を検
出する超音波振動子を有するプローブヘッドが配されており、挿入部の基端には、術者が
把持して操作を行うための操作部が設けられる。
【０００３】
　プローブヘッドは、例えば、複数の超音波振動子が配列された超音波振動子アレイから
なる。超音波振動子アレイは、生体組織内部で反射した超音波ビームを、複数の超音波振
動子によって走査して、反射エコー信号を検出する。超音波振動子アレイは、検出した反
射エコー信号を電気信号に変換して出力する。電気信号は、超音波振動子アレイに接続さ
れた信号ケーブルを介して挿入部の基端側に伝送され、コード及びコネクタで超音波プロ
ーブと接続されたプロセッサ装置へ入力される。プロセッサ装置は、入力された電気信号
に基づいて、断層画像を生成する。断層画像の断面（スライス面）の向きは、超音波振動
子が超音波ビームを走査する走査方向と平行である。
【０００４】
　超音波プローブの中には、超音波振動子アレイを先端部内で回転可能に設けたものがあ
る（特許文献１～４参照）。特許文献１～４に記載の超音波プローブは、超音波ビームの
照射方向は変化させずに、超音波振動子アレイの走査方向だけが変化するように超音波振
動子アレイを回転させ、断層画像のスライス面の向きを変化させるマルチプレーンタイプ
である。超音波振動子アレイの回転方向は様々であり、特許文献１及び２に記載の超音波
プローブでは、超音波振動子アレイが挿入部の挿入軸と直交する軸回りに回転し、特許文
献３及び４に記載の超音波プローブでは、超音波振動子アレイが挿入軸と平行な軸回りに
回転する。
【０００５】
　超音波振動子アレイを回転させるための駆動力は、操作部に設けられた手動の操作ノブ
や、モータによって入力される。特許文献１及び２に記載の超音波プローブでは、超音波
振動子アレイの回転軸と同軸上にプーリが設けられている。プーリに掛けられたワイヤを
、操作ノブの操作によって牽引操作することにより、プーリに対して駆動力が伝達される
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。ワイヤは、信号ケーブルと同一の空間内に配設され、挿入部の先端部から基端側へ延び
ている。
【０００６】
　特許文献３及び４に記載の超音波プローブでは、挿入部内に延設されたシャフトをモー
タで回転させ、そのシャフトを介して超音波振動子アレイに駆動力を伝達している。シャ
フトは、特許文献１及び２に記載の超音波プローブと同様に、信号ケーブルと同一の空間
内に配設されている。
【０００７】
　また、特許文献５に記載の超音波プローブは、特許文献１～４に記載の超音波プローブ
と異なり、単一の超音波振動子からなるプローブヘッドを有し、超音波振動子を挿入軸回
りに回転させることにより、挿入軸を中心として放射状に超音波を照射して断層画像を得
る、いわゆる機械式ラジアル走査方式の超音波プローブである。この超音波プローブは、
特許文献３及び４に記載の超音波プローブと同様に、シャフトを介して挿入部の基端側か
ら挿入部の先端部内のプローブヘッドへ駆動力を伝達しており、シャフトと信号ケーブル
が配設される空間も同一である。
【特許文献１】特開２０００－２０１９３５号公報
【特許文献２】特開平６－３３５４８１号公報
【特許文献３】特開昭６２－１２９０３８号公報
【特許文献４】特開昭６０－９９２３８号公報
【特許文献５】特開平５－９２００３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかしながら、上記特許文献１～５に記載の超音波プローブのように、信号ケーブルと
、ワイヤやシャフトといった機械的に可動する駆動力伝達部材とを同一空間内に配設する
と、駆動力伝達部材と信号ケーブルが接触して、信号ケーブルが断線する懸念があった。
体腔内に挿入される挿入部を持つプローブでは、挿入部が細長く、管道内の内部空間が狭
いため、信号ケーブルと駆動力伝達部材が近接せざるを得ないため、特に問題となる。
【０００９】
　信号ケーブルが断線すると、電気信号が伝送できないばかりか、ワイヤやシャフトの多
くは金属製であるため、信号ケーブルの断線部分が、ワイヤやシャフトと接触するとショ
ートする危険性もあり、最悪の場合には、ワイヤやシャフトを通じて漏電の危険性もある
。
【００１０】
　本発明は、上記背景に鑑みてなされたもので、プローブヘッドに接続される信号ケーブ
ルが断線しにくいプローブを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　上記課題を解決するために、本発明のプローブは、被検体内に挿入される挿入部の先端
部に変位自在に設けられたプローブヘッドと、前記プローブヘッドから前記挿入部の基端
に向かって延在し、前記プローブヘッドに対して入力又は出力される電気信号を伝送する
信号ケーブルと、前記先端部の近傍位置に配置された、原動側の第１ギヤ及び従動側の第
２ギヤを有し、磁力の作用によって非接触で前記プローブヘッドを変位させるための駆動
力を伝達する１対の非接触式マグネットギヤと、前記信号ケーブル及び前記第２ギヤをチ
ューブに収容した挿入部本体と、前記第２ギヤと対向する位置に配置される前記第１ギヤ
と、前記挿入部の基端側から前記第１ギヤへ駆動力を伝達するための駆動力伝達部材とを
、前記挿入部本体に取り付けられ、前記チューブの内部空間と隔てられた空間に保持する
保持部材とを備えたことを特徴とする。
【００１２】
　前記チューブは、絶縁材料で形成されていることが好ましい。また、前記保持部材は、



(5) JP 2010-210 A 2010.1.7

10

20

30

40

50

例えば、前記挿入部本体に着脱自在に取り付けられる。また、前記保持部材は、前記挿入
部本体の外周を覆う本体カバーであることが好ましい。
【００１３】
　前記駆動力伝達部材は、例えば、前記挿入部に合わせて撓むように可撓性を有する。
【００１４】
　前記第１ギヤ及び前記第２ギヤは、例えば、複数の磁石が円環状に配列され、異なる磁
石を交互に配列したリングマグネットである。
【００１５】
　前記駆動力伝達部材は、例えば、前記挿入部の挿入軸と平行な軸回りを回転する回転部
材であり、前記回転部材の前記先端部側の端部には前記第１ギヤが設けられている。前記
回転部材は、シャフト、あるいは、前記チューブの外周回りに回転自在に配設された円筒
部材である。円筒部材は、その内周面に、前記第１ギヤが設けられており、前記第１ギヤ
の内周と前記第２ギヤの外周が、前記チューブを挟んで対向して配置されることが好まし
い。
【００１６】
　前記信号ケーブルの外周に前記第２ギヤが取り付けられており、前記第２ギヤの回転に
伴って前記信号ケーブルが軸回りに回転して、前記信号ケーブルの回転が前記プローブヘ
ッドにダイレクトに伝達されることが好ましい。
【００１７】
　前記第２ギヤの取り付け位置の近傍位置であり、前記取り付け位置から前記挿入部の基
端に寄った位置に配置され、前記信号ケーブルを固定して、その固定位置よりも前記基端
側の信号ケーブルを回転不能にし、前記固定位置よりも前記先端部側の前記信号ケーブル
のみを回転可能にする固定部が設けられており、前記信号ケーブルは、複数の信号線を束
ねており、前記取り付け位置と前記固定部の間に、他の部分と比較して前記信号線の拘束
力が弱く捩れ抵抗が小さい弱拘束部を有していることが好ましい。
【００１８】
　前記プローブヘッドは、例えば、断層画像を得るための超音波ビームを照射する超音波
振動子を有する。また、前記プローブヘッドは、例えば、前記超音波振動子が複数個配列
された超音波振動子アレイであり、前記超音波振動子アレイは、前記挿入軸と平行な軸回
りに回転し、前記超音波ビームの照射方向を変化させる。ここで、挿入軸と平行な軸には
、挿入軸と一致する回転軸も含む。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明のプローブによれば、プローブヘッドに接続される信号ケーブルと駆動力伝達部
材とをチューブによって隔てられた別々の空間に配設し、非接触式のマグネットギヤを利
用して駆動力伝達部材からプローブヘッドに対してプローブヘッドを変位させるための駆
動力を伝達するから、信号ケーブルと駆動力伝達部材が接触することが起こらず、信号ケ
ーブルの断線を防止することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２０】
　図１及び図２に示すように、超音波プローブ１０は、コード１１を介して接続されるプ
ロセッサ装置１２とともに、超音波診断装置を構成する。プロセッサ装置１２は、超音波
プローブ１０から入力される電気信号に対して画像処理を行って断層画像を生成する。生
成された断層画像は、プロセッサ装置１２のモニタに表示されて観察される。
【００２１】
　超音波プローブ１０は、体腔内に挿入される挿入部１３と、挿入部１３の基端に連結さ
れた操作部１４とからなる。挿入部１３の先端部１５内には、複数の超音波振動子１６を
基部１７上に配列した超音波振動子アレイ１８が設けられている。超音波振動子１６は、
短冊状をしており、長手方向が、挿入部１３の挿入方向と一致する挿入軸Ａと直交する向
きで配設されている。超音波振動子１６は、挿入軸Ａに沿って等間隔で一列に配列されて
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いる。各超音波振動子１６は、圧電体とこれを挟む一対の電極とからなる圧電素子で構成
されており、一対の電極間にパルス電圧を印加することにより超音波を発し、その反射波
の強度（反射エコー信号）を検出して電気信号に変換する。
【００２２】
　超音波振動子アレイ１８は、超音波振動子１６が１つずつその配列方向に沿って順次に
、あるいは、所定数の超音波振動子１６をまとめた素子群を配列方向に沿ってずらしなが
ら超音波を発することで、超音波ビーム１９を被観察部位に照射し、被観察部位で反射し
た反射波を各超音波振動子１６によって走査（スキャン）して反射エコー信号を検出する
。プロセッサ装置１２は、電気信号に変換された反射エコー信号に基づいて、照射した被
観察部位の生体組織内部の断層画像を生成する。断層画像の断面（スライス面）の向きは
、走査方向と平行である。本例においては、超音波振動子１６が一列に配列されているた
め、走査方向と配列方向は一致する。
【００２３】
　超音波振動子アレイ１８は、超音波を発する照射面（超音波振動子１６の配列面）が凸
状に湾曲したコンベックスタイプであり、照射面の形状に応じた波面を持つ超音波ビーム
１９を照射する。断層画像の形状は、超音波ビーム１９の形状に応じた形状となり、コン
ベックスタイプの場合には、セクタ形状となる。
【００２４】
　先端部１５内において、超音波振動子アレイ１８は、走査方向が挿入軸Ａと平行になる
向きで配置されており、挿入軸Ａと平行な回転軸を中心に回転自在に設けられている。超
音波振動子アレイ１８は、図１において照射面を上方に向けた初期位置を基準に正逆各方
向にそれぞれ約１８０°、両方向の合計で約３６０°の範囲で、任意の角度に回転可能で
ある。これにより、超音波振動子アレイ１８の回転角に応じて、回転軸を中心に放射状に
超音波ビーム１９を照射することができる。
【００２５】
　超音波振動子アレイ１８は、走査方向と回転軸が平行を保った状態で回転するので、回
転に応じて超音波振動子アレイ１８の照射方向が変化しても、断層画像の断面（スライス
面）の向きは、回転軸と常に平行である。このように超音波振動子アレイ１８を回転させ
ることにより、例えば、体腔内の管道の内壁の全周に超音波ビーム１９を照射して、全周
に渡って内壁の生体組織内部の断層画像を観察することが可能となる。
【００２６】
　超音波プローブ１０は、内視鏡２１の鉗子チャンネルを通じて体腔内に挿入される。内
視鏡２１は、周知のように、内視鏡２１の挿入部の先端に配された照明窓２１ａから照明
光を照射し、その反射光を観察窓２１ｂの奥に配された撮像素子によって受光して内視鏡
画像を得る。鉗子チャンネルは、鉗子などの処置具を挿通するチャンネルであり、先端の
鉗子出口２１ｃに連通している。超音波プローブ１０の挿入部１３は、内視鏡２１の挿入
部の基端側に配された鉗子口（図示せず）から鉗子チャンネルに挿入され、先端部１５が
鉗子出口２１ｃから突出する。
【００２７】
　超音波プローブ１０の挿入部１３は、可撓性を有しており、挿入部１３の内部には、電
気信号を伝送する信号ケーブル２３と、超音波振動子アレイ１８を回転させるための駆動
力を伝達するフレキシブルシャフト（駆動力伝達部材）２４が設けられている。信号ケー
ブル２３は、超音波振動子アレイ１８が出力する反射エコー信号、及び超音波振動子アレ
イ１８に入力される駆動信号を伝送する。
【００２８】
　フレキシブルシャフト２４は、その長手方向が挿入軸Ａに沿って配設されている。フレ
キシブルシャフト２４は、周知のように、長尺の芯線の回りにワイヤ状の鋼線を巻き回し
たものであり、挿入部１３の湾曲に合わせて撓む。
【００２９】
　フレキシブルシャフト２４は、操作部１４の手前で挿入部１３から外部へ露出しており
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、露出した端部には操作つまみ２６が設けられている。操作つまみ２６は、術者によって
操作され、超音波振動子アレイ１８を回転させるための駆動力をフレキシブルシャフト２
４に入力する。操作つまみ２６が回転すると、フレキシブルシャフト２４がその軸回りに
回転して、マグネットギヤ（磁気歯車）２７及び信号ケーブル２３を介して超音波振動子
アレイ１８に駆動力が伝達される。
【００３０】
　マグネットギヤ２７は、後に詳述するように、原動側の第１ギヤ２８と従動側の第２ギ
ヤ２９からなる１対のギヤであり、磁力の作用によって非接触で第１ギヤ２８から第２ギ
ヤ２９へ駆動力を伝達する。第１ギヤ２８は、フレキシブルシャフト２４に取り付けられ
ており、第２ギヤ２９は、信号ケーブル２３に取り付けられている。
【００３１】
　信号ケーブル２３は、超音波振動子アレイ１８とプロセッサ装置１２とをコード１１を
介して接続されており、複数の超音波振動子１６のそれぞれと接続する複数の信号線２３
ａ（図３参照）を束ねたものである。複数の信号線２３ａは、バラケてしまわないように
、被覆材やバインド線によって拘束される。
【００３２】
　挿入部１３は、挿入部本体３１と、挿入部本体３１の外周を覆う本体カバー３２とから
なる。挿入部本体３１は、超音波振動子アレイ１８及び信号ケーブル２３と、これらを水
密に収容するチューブ３３とからなる。
【００３３】
　本体カバー３２は、挿入部１３の長手方向に沿った切断面を持つ、分離可能な２つのカ
バー部３４、３５からなり、挿入部本体３１のうち、先端部１５を除いて、挿入部本体３
１の外周を覆う。カバー部３４、３５は、例えば、チューブ３３と比較して硬質な樹脂で
形成されている。チューブ３３は、超音波振動子アレイ１８が発する超音波を効率良く透
過させる必要があるため、チューブ３３の周壁の肉厚が薄く、剛性が低い。本体カバー３
２を硬質な樹脂で形成し、本体カバー３２でチューブ３３を覆うことにより、挿入部本体
３１の剛性を補完し、挿入部１３全体として必要な剛性を確保している。
【００３４】
　図４に示すように、カバー部３４、３５には、両者を係合するための係合突起３４ａ及
び係合溝３５ａが形成されている。係合突起３４ａは、付け根が細く、先端に付け根より
も直径が大きい球状の係合部を持ち、係合溝３５ａは、係合突起３４ａの断面形状に対応
する断面形状を持つ。カバー部３４、３５は、係合突起３４ａ及び係合溝３５ａを弾性変
形させながら係合突起３４ａを係合溝３５ａに押し込み、両者を係合させることにより分
離可能に合体される。これにより、本体カバー３２が挿入部本体３１に取り付けられる。
挿入部本体３１から本体カバー３２を取り外す場合には、係合突起３４ａと係合溝３５ａ
の係合を解除して、カバー部３４、３５を分離する。
【００３５】
　図３において、チューブ３３は、絶縁性を持ち、可撓性を有する樹脂材料で形成されて
おり、チューブ３３の内部と被検体とを電気的に絶縁する。チューブ３３の先端部は、超
音波振動子アレイ１８を収容する、挿入部１３の先端部１５を構成する。先端部１５は、
袋状に形成されている。先端部１５は、信号ケーブル２３を収容する道中部３３ａよりも
径が太くなっており、挿入軸Ａと平行な断面形状が略卵型に形成されている。超音波振動
子アレイ１８は、チューブ３３の内部で回転自在に収容されており、チューブ３３自体は
回転しない。超音波振動子アレイ１８は、コンベックスタイプであるため照射面が凸状に
湾曲しているので、その回転スペースを確保するために、先端部１５が略卵型に形成され
る。
【００３６】
　チューブ３３に超音波振動子アレイ１８を収容する方法は、例えば、超音波プローブ１
０の組み立て時に、チューブ３３を先端部１５と道中部３３ａの２つの部分に分離してお
き、先端部１５に超音波振動子アレイ１８を収容し、信号ケーブル２３を道中部３３ａに
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収容した後、先端部１５と道中部３３ａを溶着する。
【００３７】
　フレキシブルシャフト２４は、第１ギヤ２８とともに、チューブ３３の道中部３３ａの
外周に配置され、本体カバー３２によって回転自在に保持される。カバー部３４には、フ
レキシブルシャフト２４及び第１ギヤ２８が収容される空間３６を形成するための収容溝
が形成されている。空間３６は、チューブ３３の道中部３３ａの周壁によってチューブ３
３の内部空間３７と隔てられている。
【００３８】
　カバー部３４は、カバー部３５と異なり、その断面形状が、収容溝が形成される部分を
膨らませた略楕円形状になっている（図４参照）。収容溝の内壁には、フレキシブルシャ
フト２４を支持する軸受け３４ｂが設けられている。軸受け３４ｂは、カバー部３４と一
体に成形されており、収容溝の内壁から突出した凸部に、フレキシブルシャフト２４の軸
方向に延びたスリット（図示せず）を形成したものである。スリットは、その断面が、入
口が狭く、その奥は、フレキシブルシャフト２４を回転自在に保持するために円形に形成
されている。フレキシブルシャフト２４は、軸受け３４ｂを弾性変形させながらスリット
を開き、スリット内に押し込まれることで、軸受け３４ｂに取り付けられる。
【００３９】
　フレキシブルシャフト２４には、軸受け３４ｂの側端面と当接して、フレキシブルシャ
フト２４の軸方向の位置を規制する位置決めリング３８が取り付けられている。また、カ
バー部３４には、フレキシブルシャフト２４の先端部１５側の端部と嵌合して、フレキシ
ブルシャフト２４を支持する凹部３４ｃが形成されている。フレキシブルシャフト２４は
、凹部３４ｃによって回転軸と直交する方向の位置決めがなされる。
【００４０】
　また、フレキシブルシャフト２４の基端側には、位置決めリング３８と略同形状のスト
ッパ３９が設けられている。ストッパ３９は、カバー部３４の後端部の内壁と当接して、
フレキシブルシャフト２４の軸方向の位置を規制するとともに、フレキシブルシャフト２
４がカバー部３４から抜け出ないようにする抜け止め部材として機能する。
【００４１】
　第１ギヤ２８は、フレキシブルシャフト２４の先端部１５側の端部に固定されており、
フレキシブルシャフト２４の回転に伴って回転する。第２ギヤ２９は、チューブ３３の内
部空間３７に収容されている。第１ギヤ２８と第２ギヤ２９は、チューブ３３の道中部３
３ａの周壁を挟んで対向する位置に配置されている。第２ギヤ２９は、信号ケーブル２３
に固定されている。第２ギヤ２９が回転すると、信号ケーブル２３も軸回りに回転し、そ
の回転がダイレクトに超音波振動子アレイ１８に伝わる。
【００４２】
　信号ケーブル２３を回転させると、信号ケーブル２３の捩れ量の限界があるため、上述
したように、第２ギヤ２９及び超音波振動子アレイ１８の回転範囲を、初期位置を基準に
正逆各方向に約１８０°ずつ、両方向の合計で約３６０°の範囲に規制している。もちろ
ん、この回転範囲の値は、本例に限るものではなく、例えば、正逆各方向に２１０°、合
計４２０°、あるいは、正逆各方向に１５０°、合計３００°など、計信号ケーブル２３
の捩れ量の限界に合わせて、適宜設定される。
【００４３】
　また、信号ケーブル２３を、超音波振動子アレイ１８に対する駆動力伝達機構を構成す
る部品として兼用することで、信号ケーブル２３とは別に、駆動力伝達機構を構成する専
用部品を使用する場合と比べて、挿入部本体３１の構造を簡素化できるというメリットも
得られる。また、チューブ３３の内部空間３７に収容する部品点数が減ることにより、チ
ューブ３３の細径化が可能になる。
【００４４】
　信号ケーブル２３は、超音波振動子アレイ１８の基部１７に接続されており、基部１７
と信号ケーブル２３の接続部４０は、信号ケーブル２３の撓みが生じないように、信号ケ
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ーブル２３に硬化剤を塗布するなどにより固められている。このため、信号ケーブル２３
の回転力が超音波振動子アレイ１８に効率良く伝達される。なお、硬化剤によって固める
他、剛体を取り付けて接続部４０を補強してもよい。
【００４５】
　図４に示すように、第１ギヤ２８及び第２ギヤ２９は、それぞれ複数の磁石４１、４２
を円環状に配列したリングマグネットである。各磁石４１、４２は、異なる磁極（ＮとＳ
）が交互に配列されている。第１ギヤ２８と第２ギヤ２９は、それぞれの外周面同士が対
向し、各磁石４１、４２が１つずつ対向するように配置されている。
【００４６】
　第１ギヤ２８から第２ギヤ２９への駆動力の伝達は、各磁石４１、４２の同極同士が接
近したときに発生する斥力と異極同士が接近したときに発生する吸引力を通じて行われる
。例えば、第１ギヤ２８の磁石４１のＳ極と、第２ギヤ２９の磁石４２のＮ極が対向して
いる場合には、各磁石４１、４２間には、吸引力が発生する。第１ギヤ２８が時計方向に
回転すると、磁石４１のＮ極が第２ギヤ２９の磁石４２のＮ極に接近するため、斥力が発
生し、第２ギヤ２９が反時計方向に回転する。こうした非接触式のマグネットギヤ（磁気
歯車）のより詳細な内容は、例えば、特開２００７－２４４０１４号公報、特開２００７
－２３９７６５号公報、特開２００７－０１０１５７号公報に開示されている。
【００４７】
　第１ギヤ２８、第２ギヤ２９のそれぞれの磁石４１、４２の数は、物理的に接触して噛
み合う通常のギヤの歯数に相当する。第１ギヤ２８は、４つの磁石４１で構成され、第２
ギヤ２９は、８つの磁石４２で構成される。したがって、第１ギヤ２８と第２ギヤ２９の
減速比（従動側の歯数／原動側の歯数）は「２」であり、第１ギヤ２８が２回転すると、
第２ギヤ２９が１回転する。
【００４８】
　また、第２ギヤ２９の回転は、信号ケーブル２３を介して超音波振動子アレイ１８にダ
イレクトに伝わるため、第２ギヤ２９の歯数（磁石４２の数）によって超音波振動子アレ
イ１８の最小回転角が決まる。第２ギヤ２９の歯数が少ないほど最小回転角が大きく、多
いほど最小回転角が小さい。最小回転角が小さいほど、超音波振動子アレイ１８のより細
かな角度調節が可能である。減速比や第２ギヤ２９の歯数は、第１ギヤ２８及び第２ギヤ
２９の外径、必要な駆動力等を考慮して適宜選択される。
【００４９】
　符合４４は、第２ギヤ２９を信号ケーブル２３に取り付けるための台座となる円筒状の
パイプである。図２及び図３に示すように、パイプ４４には、その先端側の端部の外周に
凸部４４ａが形成されている。凸部４４ａは、信号ケーブル２３の回転範囲を規制するス
トッパである。凸部４４ａは、初期位置から第２ギヤ２９が正方向又は逆方向に回転し、
凸部４４ａが約１８０°回転したときに、チューブ３３の内壁に形成された凸部３３ｂと
当接する。この当接により信号ケーブル２３及び超音波振動子アレイ１８の回転範囲が規
制される。また、凸部３３ｂは、第２ギヤ２９の側端面と当接して、第２ギヤ２９及び超
音波振動子アレイ１８のチューブ３３内における軸方向の位置決め部材としても機能する
。
【００５０】
　また、凸部３３ｃは、第２ギヤ２９、信号ケーブル２３及び超音波振動子アレイ１８が
回転したときに、チューブ３３の内壁との摩擦によってチューブ３３が連れ回らないよう
に、チューブ３３の回転を規制するストッパである。凸部３３ｃは、チューブ３３の外周
から突出して形成されており、カバー部３５の内壁に形成された凹部と嵌合して、チュー
ブ３３の回転を規制する。図３においては、凸部３３ｃは１つだけ示されているが、凸部
３３ｃ及びそれに対応する凹部は、要所に複数箇所設けられている。
【００５１】
　第２ギヤ２９の取り付け位置は、信号ケーブル２３と超音波振動子アレイ１８の接続部
４０の近傍である。上述したように、接続部４０は、硬化剤によって硬化されているので
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、第２ギヤ２９と超音波振動子アレイ１８との間で、信号ケーブル２３の捩れは少ない。
しかし、第２ギヤ２９と超音波振動子アレイ１８の間隔を狭めることにより、信号ケーブ
ル２３の捩れをより少なくすることができる。信号ケーブル２３の捩れは、駆動力の伝達
ロスになるため、捩れを少なくすることで伝達ロスを抑えることができる。
【００５２】
　また、信号ケーブル２３は、第２ギヤ２９の取り付け位置の近傍で、かつ、取り付け位
置から挿入部１３の基端よりの位置で、例えば、固定部４６によってチューブ３３に固定
されている。固定部４６は、例えば、信号ケーブル２３を挿通可能な円筒状の軸受け部材
で構成される。固定部４６は、その内周面が信号ケーブル２３の外周面と固定される。そ
して、固定部４６の外周とチューブ３３の内壁とが接着剤で接着されて、信号ケーブル２
３とチューブ３３が固定される。
【００５３】
　第２ギヤ２９の回転により信号ケーブル２３は回転するが、信号ケーブル２３のうち、
固定部４６よりも基端側の部分は、固定部４６によって回転不能にされているため、回転
しない。このため、操作つまみ２６からフレキシブルシャフト２４を通じて入力する操作
力の伝達ロスが軽減される。つまり、信号ケーブル２３の全長のうち、固定部４６から先
端部１５側の部分だけを回転させることで、信号ケーブル２３の回転部分の重量、チュー
ブ３３の内壁との摩擦、信号ケーブル２３の捩れ抵抗といった、信号ケーブル２３の回転
負荷が減るため、操作力の伝達ロスが少なくなる。伝達ロスが少ない分、操作つまみ２６
の操作力も小さくて済むので、操作しやすい。
【００５４】
　また、信号ケーブル２３は、第２ギヤ２９の取り付け位置と固定部４６の間に、他の部
分と比較して複数の信号線２３ａの拘束力が弱い弱拘束部４７を有している。弱拘束部４
７は、例えば、複数の信号線２３ａを覆って拘束する信号ケーブル２３の被覆材を取り除
き、露出した信号線２３ａに弛みを持たせることで形成される。
【００５５】
　図３においては、弱拘束部４７以外の部分における信号線２３ａの収容状態を示すため
に、第２ギヤ２９の取り付け位置において、信号ケーブル２３の被覆材を一部破断して図
示している。この図からわかるように、弱拘束部４７以外の部分では、信号線２３ａは被
覆材で強く拘束されて、各信号線２３ａの間に隙間が生じないように整然と収容されてい
る。このため、信号線２３ａの変形や移動が規制されるので、信号ケーブル２３の捩れ抵
抗が大きい。
【００５６】
　これに対して、弱拘束部４７においては、被覆材が除去されて信号線２３ａを弛ませて
いるので、各信号線２３ａ間に隙間が生じている。このため、弱拘束部４７では、信号線
２３ａの変形や移動の自由度が高く、捩れ抵抗が減少する。信号ケーブル２３の捩れ抵抗
が減少すると、回転負荷が減少して操作つまみ２６の操作力が軽減される。
【００５７】
　なお、弱拘束部４７の作り方としては、被覆材を除去する方法に限らない。例えば、信
号線２３ａの要所をバインド線で拘束する場合には、拘束力を弱めたい部分について、バ
インド線で拘束する部位の間隔を他の部位よりも広くして、信号線２３ａに弛みを持たせ
る。
【００５８】
　以下、上記構成による作用について説明する。超音波検査を行う際には、術者は、内視
鏡２１を被検者の体腔内に挿入し、内視鏡２１の挿入部を被観察部位まで到達させる。こ
の状態で、超音波プローブ１０の挿入部１３を、内視鏡２１の鉗子口から挿入し、先端部
１５を鉗子出口２１ｃから突出させる。超音波振動子アレイ１８は、プロセッサ装置１２
から信号ケーブル２３を通じて駆動信号が入力されて作動する。
【００５９】
　超音波振動子アレイ１８は、超音波ビーム１９を照射し、その反射エコー信号を検出し
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、これを電気信号に変換して、信号ケーブル２３に出力する。電気信号は、信号ケーブル
２３を通じて伝送されて、コード１１を介してプロセッサ装置１２に入力される。プロセ
ッサ装置１２は、入力された電気信号に基づいて断層画像を生成し、モニタに表示する。
術者は、断層画像を観察して患部や病変の状態を調べる。
【００６０】
　操作つまみ２６が回転操作されると、フレキシブルシャフト２４が回転し第１ギヤ２８
が回転する。第１ギヤ２８が回転すると、磁力の作用によってチューブ３３を隔てて対向
する第２ギヤ２９が回転する。第２ギヤ２９が回転すると信号ケーブル２３が回転し、そ
れに接続された超音波振動子アレイ１８が挿入軸Ａ回りに回転する。これにより、超音波
ビーム１９の照射方向が変化して、観察方向を変化させることができる。
【００６１】
　フレキシブルシャフト２４は、信号ケーブル２３が収容される内部空間３７とはチュー
ブ３３を仕切りとして隔てられた空間３６に設けられているから、回転するフレキシブル
シャフト２４と信号ケーブル２３が接触することはない。従来のように、信号ケーブルと
、ワイヤやシャフトといった駆動力伝達部材とを同じ空間に配置した場合と比べて、信号
ケーブル２３の断線の危険性が減少する。しかも、チューブ３３は絶縁材料で形成されて
いるため、ワイヤやシャフトといった金属と信号ケーブル２３の断線部分がショートする
危険性もない。さらに、チューブ３３に信号ケーブル３３が収容されているので、仮に信
号ケーブル２３に断線が生じた場合でも、生体内へ漏電することもなく、電気的な安全性
も高い。
【００６２】
　超音波検査が終了し、超音波プローブ１０が体腔内から抜かれると、超音波プローブ１
０は、洗浄される。洗浄の際には、使用済みの超音波プローブ１０は、カバー部３４、３
５を分離して、挿入部本体３１から本体カバー３２が取り外される。挿入部本体３１は、
先端部１５を除いて、本体カバー３２によって覆われているので、汚れが付着する箇所が
少なく、洗浄がしやすい。
【００６３】
　また、本体カバー３２と挿入部本体３１を着脱自在としたことにより、次のような効果
も得られる。第１に、挿入部本体３１と本体カバー３２は、それぞれ構成部品が異なるた
め、耐用期間も異なる。両者を着脱自在とすれば、耐用期間が経過した部品、あるいは、
劣化が進んだ部品のみ交換することが可能となり、ユーザのメインテナンスコストを抑え
ることができる。
【００６４】
　第２に、例えば、超音波振動子アレイ１８の種類が異なる複数種類の挿入部本体３１の
使い分けを行う場合には、挿入部本体３１のみを交換し、１つの本体カバー３２を、複数
種類の挿入部本体３１で共用するといったことも可能となる。複数種類の挿入部本体３１
の例としては、超音波振動子アレイの解像力といった性能が異なるものや、超音波振動子
アレイのタイプが異なるものがある。超音波振動子アレイのタイプは、照射面が平面で超
音波ビームを直線状に走査するリニアタイプ、弓状に走査するアークタイプなどがある。
【００６５】
　上記第１実施形態では、本体カバー３２に収容溝を形成し、この収容溝にフレキシブル
シャフト２４を収容する例で説明したが、本体カバー３２の周壁に厚みがある場合には、
溝の代わりに挿通穴を形成し、挿通穴にフレキシブルシャフト２４を収容してもよい。こ
の場合には、フレキシブルシャフト２４が収容される空間３６と、チューブ３２の内部空
間３７の間に、チューブ３２の周壁に加えて、本体カバー３２の一部が介在することにな
る。
【００６６】
　上記第１実施形態においては、本体カバーを、分離可能な２つの部材（カバー部３４、
３５）で構成した例で説明したが、図５に示す本体カバー５１のように、１つの部材で構
成してもよい。本体カバー５１には、長手方向（挿入軸Ａと平行）に沿って、切り込み５
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１ａが形成されている。切り込み５１ａは、フレキシブルシャフト２４や挿入部本体３１
を着脱するためのものである。着脱の際には、切り込み５１ａは、二点鎖線で示すように
、本体カバー５１を弾性変形させて広げられる。
【００６７】
　この場合には、図６に示すように、バンド５２を本体カバー５１に取り付けて、本体カ
バー５１を外周から拘束するとよい。バンド５２は、本体カバー５１の切り込み５１ａが
不用意に開いて、フレキシブルシャフト２４や挿入部本体３１が本体カバー５１内部で位
置ずれを起こしたり、本体カバー５１から脱落することを防止する。
【００６８】
　また、第１実施形態では、フレキシブルシャフト２４に対する駆動力の入力をマニュア
ル操作（操作つまみ２６の回転操作）で行う例で説明したが、図７に示すように、モータ
５６によってフレキシブルシャフト２４に駆動力を入力して回転させてもよい。モータ５
６は、例えば、操作部１４内に設けられる。操作部１４には、モータ５６のオンオフ、及
びその回転方向を指示する操作ボタン５７が設けられる。
【００６９】
　図８及び図９を参照して、本発明の第２実施形態を説明する。図８に示す超音波プロー
ブ６０と、第１実施形態の超音波プローブ１０の主要な相違点は、非接触式のマグネット
ギヤの形態である。以下、相違点を中心に説明し、共通な部位及び部品については、第１
実施形態と同じ符合を付し、説明を省略する。
【００７０】
　超音波プローブ６０の非接触式のマグネットギヤ６１は、原動側の第１ギヤ６２及び従
動側の第２ギヤ６３とからなり、第１実施形態と同様に１組のリングマグネットから構成
される。第２ギヤ６３は、第１実施形態の第２ギヤ２９と共通である。第１ギヤ６２は、
第２ギヤ６３の外径よりも大きな内径を持つ。第１ギヤ６２の内周面と、第２ギヤ６３の
外周面とがチューブ７２を挟んで対向し、第１ギヤ６２及び第２ギヤ６３は、同軸上を回
転する。
【００７１】
　第１ギヤ６２、６３は、同数（８個）の磁石６６、６７を有する。第１ギヤ６２の各磁
石６６は、第２ギヤ６３の各磁石６７と対向して配置されている。このため、磁石が１つ
だけ対向する第１実施形態と比較して、第１ギヤ６２と第２ギヤ６３との間で大きな駆動
力が得られる。
【００７２】
　第１ギヤ６２は、円筒部材７１の内周面に固定される。円筒部材７１は、第１実施形態
のフレキシブルシャフト２４と同様の機能を有する駆動力伝達部材である。円筒部材７１
は、可撓性を持ち、挿入軸Ａ方向に沿って長く、チューブ７２を収容する内径を持ってい
る。円筒部材７１には、挿入部１３の基端側の端部に操作つまみ７３が設けられている。
操作つまみ７３を回転させると、円筒部材７１が回転し、第１ギヤ６２が回転する。これ
により、第２ギヤ６３及び信号ケーブル２３を通じて超音波振動子アレイ１８が回転する
。円筒部材７１は、本体カバー７６によってチューブ７２の外周に回転自在に保持される
。
【００７３】
　本体カバー７６は、カバー部７７、７８及びキャップ７９からなる分離可能な３つの部
材からなる。カバー部７７、７８は、第１実施形態のカバー部３４、３５の係合突起３４
ａ、係合溝３５ａと同様の係合部を備えており、挿入部本体３１に着脱自在に取り付けら
れる。
【００７４】
　カバー部７８には、チューブ７２の凸部７２ａと係合する凹部が形成されている。凸部
７２ａは、第１実施形態の凸部３３ｃに相当し、チューブ７２の回転規制を行うストッパ
である。また、チューブ７２の凸部７２ｂは、第１実施形態の凸部３３ｂに相当し、パイ
プ４４の凸部４４ａと当接して、超音波振動子アレイ１８の回転範囲を規制するストッパ
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である。
【００７５】
　カバー部７７、７８の内周面には、円筒部材７１の外周に形成された凸部７１ａと係合
する係合溝７７ａ、７８ａが形成されている。凸部７１ａと係合溝７７ａ、７８ａの係合
により、円筒部材７１の軸方向の位置が規制される。また、符合７１ｂは、円筒部材７１
の内周面とチューブ７２の内周面のクリアランスを確保するための凸部である。また、円
筒部材７１の先端側の端部は、カバー部７７、７８に形成された溝７７ｂ、７８ｂと嵌合
して支持される。溝７７ｂ、７８ｂ及び凸部７１ｂによって、円筒部材７１は、その軸方
向と直交する方向の位置が決められる。
【００７６】
　超音波プローブ６０を組み立てる際には、まず、超音波振動子アレイ１８及び信号ケー
ブル２３を、第１実施形態と同様の手法（内蔵物を収容後、先端部と道中部を溶着）でチ
ューブ７２に水密に収容する。次に、チューブ７２の後端側から円筒部材７１を挿通して
取り付ける。円筒部材７１の取り付けに際しては操作部１４が障害となるので、信号ケー
ブル２３と操作部１４とをコネクタによって着脱できるようにしておくことが好ましい。
【００７７】
　円筒部材７１を取り付けた後、カバー部７７、７８を円筒部材７１の外周に被せるよう
にして取り付ける。カバー部７７、７８の取り付け後、操作つまみ７３の後方からキャッ
プ７９を取り付ける。キャップ７９を取り付けた後、信号ケーブル２３と操作部１４を接
続する。こうして超音波プローブ６０が組み立てられる。
【００７８】
　上記実施形態では、チューブを回転させずに、その内部に収容した超音波振動子アレイ
だけを回転させる例で説明したが、超音波振動子アレイをチューブ毎回転させてもよい。
また、超音波振動子アレイ、信号ケーブル及び第２ギヤを１つのチューブに収容した例で
説明したが、チューブには、少なくとも信号ケーブル及び第２ギヤが収容されていればよ
い。超音波振動子アレイをチューブに収容しない場合には、別のチューブを被せるか、あ
るいは、チューブに代えて、超音波振動子アレイを水密に覆うカバーを設ける。カバーは
、超音波振動子アレイの外周面に密着するものでもよい。また、超音波振動子アレイ自体
が水密構造になっていれば、カバーも不要である。
【００７９】
　また、上記実施形態では、超音波振動子アレイを、走査方向と平行な回転軸を中心に回
転させ、その回転により、回転軸を基準に放射状に照射される超音波ビームの照射方向が
変化する例で説明したが、本発明は、上記実施形態に限定されるものではない。例えば、
図１０に示すようなマルチプレーンタイプの超音波プローブ８１に適用することもできる
。マルチプレーンタイプの超音波プローブでは、上記実施形態と異なり、超音波振動子ア
レイが回転しても、超音波ビームの照射方向は変化せず、走査方向だけが回転する。これ
により、断層画像の断面（スライス面）の向きを変化させることができる。
【００８０】
　超音波プローブ８１は、超音波ビーム１９の照射方向が先端部の前方を向き、照射方向
が挿入軸Ａと平行になるように超音波振動子アレイ８２が取り付けられており、超音波振
動子アレイ８２を、挿入軸Ａと平行な回転軸を中心に回転させて、超音波振動子８３によ
る走査方向を回転させるマルチプレーンタイプである。
【００８１】
　また、従来技術として示した、特開２０００－２０１９３５号公報や特開平６－３３５
４８１号公報に記載されている超音波プローブのように、超音波ビームの照射方向が挿入
軸Ａと直交し、その照射方向を変化させることなく、挿入軸Ａと直交する回転軸を中心に
回転させて、走査方向を回転させる一般的なマルチプレーンタイプの超音波プローブに、
本発明を適用してもよい。この場合には、第１ギヤから伝達された第２ギヤの回転力を、
傘歯ギヤなどを用いて回転軸を屈曲させて超音波振動子アレイに伝達すればよい。
【００８２】
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　さらに、超音波振動子アレイを回転させる場合に限らず、直線的に移動させてもよい。
この場合には、例えば、上記特開２００７－２３９７６５号公報に記載されたウォームギ
ヤ及びウォームホイール型の非接触式のマグネットギヤを用いて回転運動を直線運動に変
換したり、マグネットギヤで伝達された回転力を、ラックアンドピニオン方式で直線運動
に変換する。また、上記実施形態では、非接触式のマグネットギヤを１組使用した例で説
明したが複数組使用してもよい。
【００８３】
　上記実施形態では、駆動力伝達部材を挿入部本体の外周に保持する保持部材として、本
体カバーを使用した例で説明したが、保持部材は、本体カバーでなくてもよく、挿入部本
体の外周面で駆動力伝達部材を保持可能な部材であれば、例えば、挿入部本体の外周面の
一部に取り付けられるものでもよい。また、保持部材は、着脱自在でなくてもよく、挿入
部本体に固定的に取り付けられるものでもよい。
【００８４】
　上記実施形態では、駆動力伝達部材として、シャフトや円筒部材といった回転部材を使
用した例で説明したが、シャフトや円筒部材に限らず、ワイヤでもよい。例えば、本体カ
バーの収容溝にワイヤと、ワイヤが掛けられるプーリとを配設し、ワイヤの牽引によって
プーリを回転させ、その回転力で第１ギヤを駆動するようにしてもよい。
【００８５】
　上記実施形態では、内視鏡の鉗子チャンネルに挿通して被検体内に挿入される超音波プ
ローブを例に説明したが、内視鏡の挿入部の先端部に撮像素子とともに超音波振動子を一
体的に内蔵した超音波プローブ（超音波内視鏡）に、本発明を適用してもよい。
【００８６】
　上記実施形態では、挿入部が可撓性を持つ軟性タイプの超音波プローブを例に説明した
が、従来技術として示した特開昭６２－１２９０３８号公報に記載された超音波プローブ
のように、可撓性を持たない硬性タイプの超音波プローブに、本発明を適用してもよい。
【００８７】
　上記実施形態では、本発明のプローブヘッドとして、複数の超音波振動子を配列した超
音波振動子アレイを例に説明したが、従来技術として示した特開平５－９２００３号公報
に記載された超音波プローブのように、単一の超音波振動子を回転させる機械式ラジアル
方式のプローブヘッドを有する超音波プローブに、本発明を適用してもよい。
【００８８】
　また、本発明は、超音波振動子を有するプローブヘッドに限らず、低コヒーレント光を
利用して生体組織内部の断層画像を得るＯＣＴ（optical coherence tomography）プロー
ブのプローブヘッドに適用してもよい。
【００８９】
　また、本発明は、医用プローブに限らず、配管などの検査に用いる工業用プローブに適
用してもよい。また、断層画像を得るプローブに限らず、断層画像以外の情報、例えば、
被検体内の温度、湿度、ガス漏れの有無といった被検体内の種々の情報を得るためのプロ
ーブに適用してもよい。
【図面の簡単な説明】
【００９０】
【図１】超音波プローブの外観図である。
【図２】超音波プローブの挿入部の分解斜視図である。
【図３】挿入部の断面図である。
【図４】非接触式のマグネットギヤの説明図である。
【図５】１部品で構成した本体カバーの説明図である。
【図６】図５の本体カバーを締め付けるバンドの説明図である。
【図７】モータ駆動の超音波プローブの説明図である。
【図８】第２実施形態の超音波プローブの断面図である。
【図９】図８の超音波プローブの非接触式のマグネットギヤの説明図である。
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【図１０】マルチプレーンタイプの超音波プローブの説明図である。
【符号の説明】
【００９１】
　１０、６０、８１　超音波プローブ
　１３　挿入部
　１５　先端部
　１６、８３　超音波振動子
　１８、８２　超音波振動子アレイ
　２３　信号ケーブル
　２４　フレキシブルシャフト
　２７、６１　マグネットギヤ
　２８、６２　第１ギヤ
　２９、６３　第２ギヤ
　３１　挿入部本体
　３２、５１、７６　本体カバー
　３３、７２　チューブ
　３４、３５、７７、７８　カバー部
　３６　空間
　３７　内部空間
　４１、４２、６６、６７　磁石
　４０　接続部
　４６　固定部
　４７　弱拘束部
　５６　モータ
　７１　円筒部材
【図１】 【図２】



(16) JP 2010-210 A 2010.1.7

【図３】 【図４】

【図５】

【図６】

【図７】



(17) JP 2010-210 A 2010.1.7

【図８】 【図９】

【図１０】



专利名称(译) 探测器

公开(公告)号 JP2010000210A 公开(公告)日 2010-01-07

申请号 JP2008161088 申请日 2008-06-20

[标]申请(专利权)人(译) 富士写真光机株式会社

申请(专利权)人(译) 富士公司

[标]发明人 坂本利男

发明人 坂本 利男

IPC分类号 A61B8/12

FI分类号 A61B8/12

F-TERM分类号 4C601/BB16 4C601/BB24 4C601/BB25 4C601/EE10 4C601/FE02 4C601/FE10 4C601/GA15

代理人(译) 小林和典
饭岛茂

外部链接 Espacenet

摘要(译)

要解决的问题：防止探头信号线断裂。解决方案：超声波振动器阵列18
围绕平行于插入部分的插入轴线A的轴线旋转。超声波振动器阵列18与连
接的信号电缆23一起容纳在管33中。柔性轴24设置在管33的外周，并由
主体盖32保持。信号电缆23容纳在管33的内部空间37和柔性轴24容纳在
通过管33与信号电缆23分开的空间36中。驱动侧的第一齿轮28和从动侧
的第二齿轮29构成非- 接触磁铁齿轮。第一齿轮28连接到柔性轴24，第
二齿轮29连接到信号电缆23.柔性轴24的旋转通过第一齿轮28和第二齿轮
29传递到超声波振动器阵列18。

https://share-analytics.zhihuiya.com/view/588b5b2b-0496-4d4f-ada4-b893cd7e575a
https://worldwide.espacenet.com/patent/search/family/041582420/publication/JP2010000210A?q=JP2010000210A

